
発行元：三菱ＵＦＪ信託銀行 年金コンサルティング部
※本件に関するご照会は営業担当者までお願い致します。また本資料は、当社が公に入手可能な情報に基づき作成したものですが、
その内容の正確性・完全性を保証するものではありません。施策の実行にあたっては、実際の会計処理・税務処理等につき、貴社顧問
会計士・税理士等にご確認くださいますようお願い申し上げます。

1／ 1

平成平成2121年年44月月3030日日 No.No.153153三菱ＵＦＪ年金ニュース三菱ＵＦＪ年金ニュース三菱ＵＦＪ年金ニュース

厚年・ＤＢの業務報告書等の様式
改正に係る意見募集開始
厚年・ＤＢの業務報告書等の様式
改正に係る意見募集開始

Ｄ
Ｂ
年
金

法
令
通
知

厚
年
基
金

財
政
運
営

適
格
年
金

資
産
運
用

退
職
金

会
計
基
準

そ
の
他

そ
の
他

対
象
先

内
容

今般、 厚年基金・DB年金の業務報告書等の様式につ
きまして、下記の改正を行うことの意見募集（パブコメ）
※が開始されましたのでご案内致します。

今後、実際の通知改正を確認した上で、詳細につきま
して改めて事務ニュースでご案内させて頂きます。

ポイントポイント

※改正予定の通知等の詳細は http://search.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=Pcm1010&BID=495090030&OBJCD=100495&GROUP=

１．業務報告書について、必要な欄の追加等を行う。
・掛金の本人負担分の欄の追加（厚年基金、ＤＢ年金）
・離婚分割の件数等の欄の追加（厚年基金）
・政策的資産構成割合や適年からの移行状況等の欄の追加
（厚年基金、ＤＢ年金）

２．勘定科目について、「過剰積立金残高」等の既に存在しないものの削除
等を行う。

改正の概要改正の概要

改正時期改正時期

１．業務報告書については、平成22年3月31日基準日のものから新様式に
移行するものとし、平成22年3月30日以前を基準日とするものは旧様式
とする。

２．勘定科目等については、平成21年3月31日基準日のものから新科目と
する。

以 上
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